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「三田学会雑誌」85巻3 号 （1992年10月）

宅地レントに対する税の効果について *

中 神 康 博

1. は じ め に

Ricard (1 8 1 7 )以来，土地のレントに対する税は，土地の価格に完全に資本化されると思われて

きた。しかしFeldstein (1 9 7 7 )は， Diamond (1 9 6 5 )の重複世代モデルを使って，資本の供給が消

費と貯蓄の選択によって決定される動学的経済では，土地のレントに対する税は土地から資本への

シフ卜を生み，利子率の低下によって土地の価格が上昇する可能性があることを示した。 Feldstein

は，R ic a rdの命題は，資本の供給が土地のレントに対する税によって何ら影響を受けないような
⑴

経済においてのみ成り立つと主張したのである。

—方， Calvo et a l . (1 9 7 9 )は，F e ld ste inのモデルの中にBarro (1974) の遺産動機が考慮され

れば，再び R ic a rdの命題が成立することを直観的に示した。この場合，定常状態における資本ス

トックは，修正された黄金律のレベルになるから，土地のレントに対する税は，土地の価格に完全

に資本化されることになる。

F eld ste inや Calvo et a l .のモデルでは，土地が資本や労働とともに生産に使用され，土地の

レントは土地の限界生産力として明示的に与えられた。この論文の目的は，土地が生産のためでは

なく宅地用として個人に所有される状況において，宅地のレントに対する税がどのような経済的効

果を生むかを考えることである。従ってこの論文は，生産要素としての土地のレントに対する税の
(2 )

効果に焦点を当てたF e ld ste inや Calvo et a l .の論文と，補完的な関係にある。

ここでこの論文の特徴を述べておこう0 第 1 に，宅地が消費財としての性格と資産としての性格 

双方を合わせもつことに注目する。従って宅地は，資産としての価格を持つと同時に，土地サービ

* この小論は，1992年 9 月19日の慶應義塾経済学会コンファレンスで報告された内容に加筆.訂正した 

ものである。コンファレンス参加者の有益なコ メ ン ト • 討論に対して謝意を表わしたい。

注 （1 ) F e ld ste inモデルの動学的分析は，例えばChamley and W right (1 9 8 7 )や Eaton (1988) によっ 

てなされている。 また， McCallum ( 1 9 8 6 )と Ihori (1 9 9 0 )は，土地を含んだ重複世代モデルに貨 

幣を導入している。

( 2 ) ここでの分析は，資本蓄積に対する税の効果に焦点を当てたGahvari (1 9 8 4 )と類似している。
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スに対する価格（レント）を持つことになる。第 2 に，成長する経済を考える。F eld steinや Calvo 

et a l .は人口成長率がゼロで土地の供給も一定であるような経済を考えているが，ここでは人口成 

長率は必ずしもゼロではなく，土地供給も人口成長率と同率で変化する経済を考える。第 3 に，ふ 

たつの経済について分析する0 ひとつは，遺産動機が存在しない場合で，これはF eld steinのモデ 

ルに対応するものである。もうひとつは，遺産動機が存在する場合で，これはCalvo et al. のモ 

デルに対応するものである。第 4 に，それぞれの場合について，宅地のレントに対する税が定常状 

態の効用水, にどう影響を及ぼすかを調べる。F eld ste inや Calvo et a l .は，このことについて 

は触れていない。

この論文の構成は次のようである。第 2 節では，遺産動機が存在しない場合と存在する場合のそ 

れぞれについて， 2 期間の重複世代モデルを考える。第 3 節では，それぞれの場合の宅地のレント 

に対する税の経済的効果について議論する。そして最後の第4 節でまとめを行なう。

( 3 )2. モ デ ル

宅地のレントに対する税の効果を分析するために，遺産動機が存在しない場合と存在する場合そ 

れぞれについて， 2 期間の重複世代モデルを考え，定常状態における均衡条件を導出しよう。

2 . 1 遺産動機が存在しない場合

まず遺産動機が存在しない場合について考えてみよう。複数の個人と企業から成り立つ経済を想 

定する。この経済には，宅地以外の財と宅地が存在する。宅地以外の財は，個人に消費されるかま 

たは次世代の生産要素（資本）となる。宅地は，消費財としての性格と投資財の性格双方を合わせ 

もつものとする。従って，土地サービスに対する価格（レント）と資産としての価格をもつ。標準 

的な重複世代モデルと同様に個人は2 期間生きるものとし， / 期に生まれた個人は，その期のみ1 

単位の労働を非弾力的に供給して労働所得wt を得る。 t 期に宅地以外の財をc ? 消費し，のの価格 

で宅地/1+1購入する。残りを来期への貯蓄とし，資本財として投資されることになる。《期に購入 

された宅地は，/ + 1 期に自分自身に貸し，期末に仍+1の価格で売却し，宅地のレントに対する税 

を支払う。ここでの宅地のレントは帰属家賃ということになる。 丨期の貯蓄と，宅地の売却による 

売却益は，/ + 1 期の宅地以外の財c?+1を消費するために使われる。 t 期に生まれた個人の数はN t 
で， wの率で成長するものとする。すなわち，iVt=iVo(l + w)£ = ( l  + w)£ ( ここでiV o = lとしている）。

f 期に生まれた個人は，（2 ) と（3 ) の予算制約のもとで効用関数（1 ) を最大にしようとする。

M(cf) + (1 +の -1(M(C?+i) + K/t+i)) (1)
cvt= W t-k t+ \  — qtlt+iJr- T t  ( 2 )

注 C 3 ) この節で展開されているモデルは，Skinner (1 9 9 0 )に基づいている。またこの節に関する説明は 

Blanchard and Fisher (1 9 8 9 )に詳しい。

 42 ^394)-----



c?+i=(l + れ+i)ん+i + ヴt+iA+i一zV)t+iA+i+ T°+i ( 3 )

ここで r は，宅地のレントに対する税の率で，外は，，期における宅地のレントである。7 7 と 

r ? +1は，{期に生まれた個人がZ期と< + 1期にそれぞれ受け取るトランスファーである。完全予 

見のもとでは，資本と宅地との間に次の裁定条件が成立するので

如 1+ ( 卜 知 じ 1 + rt+1 ( 4 )Qt
これを用いると個人の生涯予算制約は次のように書くことが出来る。

Ct+i = ( l  +  ̂ +i)C^£— />i+i/t+i+(l + r t+i)T'f +  T°t+i 
さて最適化のための第一階の必要条件は，

u X c n - c i + o r K i + r ^ o u X c U i ^ o  ( 5 )

— Pt+iu,(.cot+0 +  v，Gt+O = 0 ( 6 )

( 5 ) 式は， ，期とH * 1期の宅地以外の財の消費は，その限界代替率が（1 + の-1( 1 + れ+1)に等し 

くなるところで決まり，さらに（6 ) 式は，宅地の購入量が，宅地と老世代の宅地以外の財との限 

界代替率が宅地のレントに等しくなるところで決まることを意味する。

ところで宅地は人口の成長率と同じ比率で増加するものとする。この仮定は，定常状態で宅地の 

価格が一定になることを保証する。宅地は，老世代のみが所有し，自分自身に貸すとしているので， 

帰属家賃である宅地のレン卜は，需給がバランスするように決定される。

また，税収入は次のように一括に再配分されるものとする。

2 7 = « ( 1 —ス) (1  +  « )_1W

T 0t+ i= a ^ p t+ll
ここで/ はひとり当たりの宅地の供給量で所与とされる。 a は，宅地のレントに対する税の収入が 

一括に再配分されるならば1 の値をとり，そうでなければ0 である。もし，税収入が一括に再配分 

されたなら，ひとり当たりのトランスファーの；I を老世代が受け取り，（1ース）を若い世代が受け 

取るものとする。つまり， Aが 1 の場合，すべての税収入はその期の老世代に一括に再配分され，

スが0 の場合は，すべての税収入はその期の若い世代に一括に再配分される。

さて企業の行動は，競争的であるとしよう。F eldsteinや Calvo et a l .のモデルと異なり，企業 

は資本仄と労働んを使用して宅地以外の財を生産する。彼らは，収穫一定の技術を持つと仮定する 

と，労働ひとり当たりの生産高2/は，左を労働ひとり当たりの資本とすれば2/= /0b) と書くこと 

が出来る。生産関数は，通常のように稲田条件を満たすものとする。資本と労働の要素市場の均衡 

条件は，

Wt=fCkt)~ kt f'Qid=w(.kD

r t= f 'Q u)三 K k d
である。

/ 期の若い世代による貯蓄は，資本ストックに向けられ， 期の若い世代によって供給され
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る労働と結合して/ + 1 期の生産が行なわれることになる。それゆえ，財市場の均衡条件は，

— W t~cl — qtl-\- Tt ( 7 )

となる。資本と宅地の間の裁定条件を表わす（4 ) 式と資本の蓄積過程を示す（7 ) 式が，資本スト
( 4 )

ックと宅地の価格の動学的過程を表現している。

ここでcv'  cot, /•，k \  P \  q を，c \  c°, I, k, P, q の定常状態における値とすれば，定常状態に 

おいて次の関係が満たされなければならない。

W * )  —(1 + の-1(1 + ，(A：*))m'(c°*) =  0
v'(、n

( 8 )
( 9 )u ' u n  —p

Cl +  rO f))グ + ， + [ l - a (れ -(1- ス +  +
= (1 + KA：’）〕m；(A*) (10 )

r = i  ( i i )

(1 +  n ) k *_ wOc*)—cv* — <7*/*+a(l—ス）（1 +  n )~ l^p*T ( 12 )
( 1 —0  グ ,

— ( 13)

2 . 2 遺産動機が存在する場合

2 . 1 で展開したモデルに遺産動機を導入してみよう。このモデルはCalvo et a l .に対応する。 

Barro (1 9 7 4 )のモデルのように，/ 期に生まれた個人は次世代の効用をも考慮するものとする。す 

なわちt 期に生まれた個人の効用関数Ut は，

ひ产< ぱ）+ ( 1+ の- 1(«(c?+1) + t；a +1) ) + a + 及) - 1 g +1

となり，これは，

Ut= Y l  ( l + i ? ) -*[M(cf+i ) + ( l + 沒）_1(M(c?+i+i) + t</t+i+i))] (14)

と書くことが出来るから， / 期に生まれた個人は，次世代の効用だけでなく将来にわたるすベての 

世代の効用を考慮に入れながら行動することになる。 纟期に生まれた個人は，れという遺産を前世 

代から譲り受け，纤 1 期にな+ 1という遺産を次世代に残すから，予算制約式は，

cyt = w t+ bt—kt+i — qtlt+\. + T l  (15 )

c%\ = 0. + rt+\)kt+i +  qt+ilt+\.~Ql + n)bt+\—T：Pt+ilt+\Jf  T°+i (16 )

となる。従って/ 期に生まれた個人は，（1 5 ) と （1 6 ) の予算制約のもとで効用関数（14) を最大 

にしようとする。

資本と宅地との間の裁定条件である（4 ) 式を用いると，個人の生涯予算制約は， 

c°t+\ = Ql + rt+\)Cwt+bt—cI )̂—pt+ilt+i~Cl+n)bt+i + Cl-brt+OTi + T°+i

注 （4 ) 定常状態における均衡の一意性と安定性が保証されていると仮定する。

—— 44 (396')-----



となるから，最適化のための第一階の必要条件は，

—(1 + の- 1( l  +  r t+1)V (d +1) = 0  (1 7 )

—Pt+iu'Cc°t+D+v,(.lt+O=0 (18 )

ん+i=0 if —(1 + <?)-1C1 + m)m,(c?+i) + (1 +  R Y lu ' ic vt+i)<Q
(19 )

bt+l> 0  if - ( l  +  0 ) - 1( l  +  «V C rf+i) +  a + i ? ) - 1«,(ct!/+i) = O

( 1 7 ) 式 と （1 8 ) 式は，遺産動機が存在しない場合と同じ条件である。（1 9 )式は，H * 1期の若い世

代と老世代の消費する宅地以外の財の限界代替率が( 1+思 1)+ ” ) に等しければ，遺産が正の値

になり，もしその値よりも小さければ遺産動機があったとしても遺産はゼロとなる。以下遺産が正
( 5 )

となるケースのみを考えることにしよう。

財市場の均衡条件は，

Cl +n)kt+i = Wt+bt—cf — qtl+ T f  (20 )

のように与えられる。資本と宅地の間の裁定条件を表わす（4 ) 式と資本の蓄積過程を示す（20〉 

式が，資本ストックと宅地の価格の動学的過程を表現している。

先と同様に，cへ c°\ r ,  b \  k \  p \  q を cv, c°, I, b, k, P, q の定常状態における値とすれば， 

定常状態において次の関係が満たされなければならない。

W * )  —(1 + の -1(1 +  r (ん *)) W * ) = 0
v x n  .

a + r a * ) v + c ° ，+ [ i - a ( / i + a - ス x i + w r a + r a ，) ) : ^ ]ダr  

+  (w—r(A*))6*=( 1 +K&*))w；(ん *)

r = i

i + r a * ) = a + « ) c i + i ? )

O i+ n)k*= w (Jt^+ b*—cv*— [ 1—( l + a ( l — +  ^Cy-

rCk*) Q

3 . 宅地のレントに対する税の効果

遺産動機が存在しない場合と存在する場合それぞれについて，宅地のレントに対する税の効果を 

考えてみよう。F eld steinや Calvo et a l .のモデルでは，土地のレントは土地の限界生産力で明 

示的に与えられたが，ここでの宅地のレントは帰属家賃なので，それに課税するのは現実的に困難 

である。しかし，彼らの分析結果と比較するために，宅地のレントに対する税の効果を調べること

注 （5 ) 遺産動機と動学的効率性については，Weil (1 9 8 7 )を参照。
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は意味があるだろう。もちろん，固定資産税のように宅地の価格そのものに課税する場合の経済的 

効果についても，同じようなフレームワークで分析出来るが，この論文では取り扱わない。

3 . 1 遺産動機が存在しない場合

宅地のレントに対する税が定常状態における資本ストック，宅地の価格，効用水準にどう影響を 

及ぼすかを見るために， 2 段階に分けて議論を進めることにしよう。第 1 段階として，資本ストッ 

クを所与とすると，定常状態における均衡条件（8 ) —（1 0 ) 式は，

—(1 + の -1(1 +  r (ん))M ’(C°) =  0 (8 0

i B y = p  (9，)

a + K k W + ^ + i i - a Q x + a - ^ x i + n r K i + K k ^ W p i
= C l+ K k^)w C k)  (1 0 0

となる。ここでげ，c°, / はそれぞれんP ,ての関数になっている。

宅地のレソトに対する税が，cv, c°, / にどう影響を及ぼすかを見るすこめに，（8 ')—( 1 0 ' )式をて 

について微分すると（補論A)，

[朴 （1 - ス) ( 1 + « ) -】（1 + ，) ] ( 1 + の-1( l + r W ( c 0> 〃 (/ )

[ス+ ( l - ；l ) ( l  +  w)-I( l  +  r )；W W V ' ( / )

[ス+ ( 1 - ス X i + W ' i + z O W W X c 。)

ここで

J = [1 —a (ス+ ( 1 —ス) ( l  +  w)_ICl +  r ) ) r ]  /02W ) m 〃(c°)

+  W > 〃 ( / )  + ( l  + の- 1(1 +  げ 《" (ど> " ( / ) > 0  

税収入が一括に再配分されれば，それが若V、世代に再配分されるか老世代に再配分されるかにかか 

わらず，宅地のレントに対する税は，cv, c°, / を増加させる。

資本ストックの変化がc\  c°, / にどう影響を及ぼすかを見るために，同様にして（8 ')—( 1 0 0 式 

を 友について微分すると

■ ^ = ( 士) （1 + の- 1{ [ l - a y + a - ^ a + w - K i + o ^ w w )

+  «’W ( / ) +  (g/— Cr—n ) k ) ( l  +  r  W ) t / ’(/)} f 'Q k )

~ ^ ~ =  ( " j )  K q l ~  ( r — n)k)u"Ccv )̂ — u'Ccy^} v" iO  / " (ん）

- |^ - = (七) K q l— i r — n )k )u " ic v )̂ — W 〕} p W ~ )  f 'C k )

宅地への投資がネットの資本の収益よりも上回る場合，どと I は減少するが，げへの影響は不確定
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である。

宅地のレントの変化がげ，へ / にどう影響を及ぼすかを見るために（8，) _ ( 1 0 ' )式を (0について 

微分すると

4 ^=— (ス+(i—；o(i+w)-ia+r)xi(i+の -1(i+r)w)z/(oa—o
- . f  ■ =  —( ■y) [1 —«(-?+(1 _ ノ) ( 1 + w)_1( l + , ) ) r ]  u" W  CD Cl—e)

- ^ = - ( ~ ) { [ l - c c ^ + { \ - X ) a  +  n y ia  + r^')v']plu''ic^u'Xc0')

-W )w )- (1 + の -1(i+r)w(c°w)}
ここで，

_  tv'XO  
£ = ~ ~ K 0

もし， e = l であるならば，宅地のレントの変化は資本ストックが所与である限り，がと c°には何 

の影響も及ぼさない。しかしながら，宅地の購入量は，宅地のレントが上昇すれば確実に減少する。

ここまで宅地のレントを所与としていたが，実際には宅地に対する需給がバランスするように決 

定される。従って土地市場の均衡条件から次の関係が成立する。

/(ん，P，て）=1

宅地のレントに対する税と資本ストックの変化が宅地のレントに及ぼす効果は，それぞれ

dて \ 石て）/ \ d P )

4^ =-(备 )/(每 ）

となる。税収入が一括に再配分される限り，宅地のレントに対する税によって宅地のレントは上昇 

する。さらに資本ストックの増加は，宅地への投資がネットの資本の収益よりも上回る限り，宅地 

のレントは下がる。

次に，第 2 段階に進もう。これまで定常状態における資本ストックが所与であるとして議論を進 

めて来た。第 2 段階では，定常状態における資本ストックと宅地の価格がどのように決定されるか 

を考える。定常状態において資本ストックと宅地の価格は，

(1 +  n)k=w(ji)— CyQk, pQk,て)，r)一 "Z+a(l— ス）（l +  w)_1rjO(A:，て')I (120

⑴'）

を満たすから，宅地のレントに対する税が，定常状態における資本ストックに及ぼす効果は（補論 

B)，
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dk —( 1  
dx

{[1-aQX+  ( i —の（i +  „ ) - i)]グ (2 8 )

+  [ l + a ( l —ス) ( l  +  w)_1r]M〃W ’(/)

+ [ ( l  + r ) - a  か] (1 + の- 1( l  + r)M"(c°)y〃(/)}

として求められる。ここで，1 は，（1 2 ')式と（1 3 0 式の線形微分方程式体系の行列の行列式で，こ 

の体系が安定であるためにはが正でなければならない。税収入が一括に再配分されてもされな 

くても，宅地のレントに対する税は，定常状態の資本ストックを必ず増加させることになる。 

同様にして宅地のレントに対する税が宅地の価格に及ぼす効果は，

脊 ー (チ) { 卜 (卜 り K D / ベ ( | ) ル ， " " ，) | ] } ⑵ ）

となる。 [ ] の中の第1 項は非負の値をとり，第 2 項は，j の符号は不確定ではあるものの，正 

の値をとり得るので， { } の中が負である限り，宅地の価格は，宅地のレントに対する税によって

上昇する。（2 8 )式と（2 9 )式による結果は， F e ld ste inのそれと基本的に変わらないということに

なる。

さて，宅地のレントに対する税の変化が，定常状態における効用水準にどう影響を及ぼすのであ 

ろうか。定常状態における効用水準は，

£ / ( 0 = m (げ ( K O ,  K K O ,  0 , 0 + ( 1 + の -1(m(c°(KO, pQk,て)，O )

+  y(/(んひ），K  ん，O , O ))

となり，r の関数として表わすことが出来る。これをr について微分すると

學 = a + の- w バ [ a + o | + | ]

+ [a + ，) K ] | }  (30)

となる。ここでe = lが仮定されているので， ■との 値はゼ ロ で あ る 。先に与えられた結果 

を代入すると（3 0 ) の 丨 } の第1 項，すなわち定常状態における資本ストックが所与であるとき 

の宅地のレントに対する税の直接的効果は，

" •a  [ス + (1 — 2 )(1  + w)-1( l  + r ) ]  pi (31 )

となる。ここで" は，

w ) t ；〃( / ) + a + の- 1a + r ) 2« "(c °v '(/)}

で，宅地に対する選好の強さを示すものである。従って税収入が一括に再配分される限り，それが 

若い世代に再配分されるか老世代に再配分されるかにかかわらず，定常状態における効用水準は確 

実に増加する。
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一方，C 3 0 )の { } の第2 項，すなわち宅地のレントに対する税が定常状態における資本ストッ

クの変化を通じて効用水準に及ぼす効果は，

じ1一パ） ひ一w) )み」广 - ぐ32)
となる。第 1 項は負の値をとり，第 2 項は，土地への投資がネットの資本の収益よりも大きければ 

正の符号をもつから，全体としての効果は両者の絶対値の大小関係に依存して決まる。

従って，宅地のレントに対する税が定常状態における効用水準に及ぼす効果は，税収入が一括に 

再配分されるかどうか，そして（3 2 ) 式が正負どちらの符号をとるかに依存して決まる。

3 . 2 遺産動機が存在する場合

宅地のレントに対する税が定常状態における資本ストック，宅地の価格，遺産，効用水準にどう 

影響を及ぼすかを見るために，先と同様に2 段階に分けて議論を進めることにしよう。第 1 段階と 

して資本ストックを所与とすると，定常状態における均衡条件（2 1 )—( 2 3 ) 式 と （2 6 ) 式は，

m’(cO —(1 + の- 1(1 + ，(ん) ) u i c 0~) = 0 (21 ')

成 c°、—P k22}
c i + K k ^ + ^ + n - a c x + a - ^ x i + n r K i + K k W T i p i

+ (w— ん））6= ( l  +  K^))w(A：)  (23’）

0. +  n)k=w(Ji)  +  b—dJ— [1 —( l + a ( l —^ ) ( l  +  w)- V(A：) ) 7 ] - ^ ^ y  (26’）

となる。ここでd>, ( f, I, b はそれぞれk, P, t の関数になっている。

宅地のレントに対する税がcv, へ /，6 にどう影響を及ぼすかを見るために，( 2 1 0 —( 2 3 0 式と 

( 2 6 0 式を r について微分すると（補論C)，

[(1—a)r—«] (~^~)(1+の -1(l+r)M"(c°)v"(/)

[Cl—« ) r —« ] (爷 ) m〃(c°)i/’(/ )

- |^ -= ( - ] r )  [(1—め r - « ]  { ^ P u ' W Q f )

备 K j ) (手）

{ [ 1 (ス+  ( 1 —ス) (1  +  M)_1)]ゲ M〃(C*0«"(C°)

+  [ l + a ( l —ス) ( 1 + W ( D  
+  [(1 + ，) 一 aか] (1 + の-1( l + ，)M"(c°)V"(/)}

ここで
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J '=  — [w+  C(1—o t)r—fi)r\  pu" (^c^u " {.c°~)

+  m〃(げ > " ( / )  +  ( l  + の - 1(1 +  « )(1  + ，) ％〃0：。> " (/)1

となる。，く0 が満たされているものとしよう。宅地のレントに対する税のc '  c°，/に及ぼす効果 

は， [ ( 1 — 幻の符号に依存して決まる。もし税収入が一括に再配分される場合，すなわち 

1 のとき，遺産を受け取る便益とトランスファ一が相殺されて，宅地のレントに対する税のc ' c 0,

/ に及ぼす効果は，人口の成長率のみに依存する。もし，人口の成長率が正（負）であれば，宅地 

のレントに対する税によって，c '  c \  / は増加（減少）する。一方，税収入が一括に再配分されな 

い場合，すなわち《= 0 のとき，宅地のレントに対する税のげ，c。，/ に及ぼす効果は，利子率と人 

ロ成長率の大小関係によって決まる。もし利子率が人口成長率よりも大きい（小さい）なら，宅地 

の レントに対する税によって，げ，c°, / は減少（増加）する。

宅地のレントに対する税が遺産に及ぼす効果について見てみよう。これは，遺産動機が存在しな 

い場合の宅地のレントに対する税が定常状態における資本ストックに及ぼす効果と{ }の中が共通 

であることに注意しよう。遺産は，宅地のレントに対する税によって必ず減少することになる。こ 

こで極端なヶースを考えてみよう。もし人口成長率がゼロで，しかも税収入が一括に再配分される 

ならば

鲁 = - ( 令 )[1  +  ( 1 - ；1>]

という簡単な形に書くことが出来る。税収入がすべて老世代に一括にトランスファーされるならば, 

遺産は宅地のキャピタルロス分だけ下がることになる。一方，税収入がすべて若い世代に一括にト 

ランスファーされるならば，遺産はキャピタルロスと宅地への税分だけ減少する。ただし，これら 

の効果は，宅地のレントに対する税が宅地のレントそのものに及ぼす効果を考慮していないという 

ことに留意する必要がある。

宅地のレントの変化が定常状態におけるcy，c°, I, b に及ぼす効果を見るために（21，)一(23')式 

と （26ウ式を/>について微分すると

( ~ ^ )  [w+  ( ( 1 _Q0 ，—《) r] ( l  +  0 )_1( l  + ，W V ( / ) ( l  — e)

("T j7) [打+  ((1  一a ) , — w)r] M〃(cy)が( /〕（1 一e)

- ~ =  (^ 7)  { [n +  ( C l - « ) r - n ) r ]  { ^ j u ' W i c 。)

—W )m " (cり—（1 + の-1( l + « ) ( l + r )  uXc0') m〃(c。)}
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+  [1 —( ( 1 + r ) —a ス，X l ( l  + の-1( l  +  r)M〃(c。)ト’( / ) (1 —e)

もし， であるならば宅地のレントの変化はcv, ど，b には何の影響も及ぼさないが，宅地の購 

入量は，宅地のレントが上昇すれば一般に減少する。

ここまで資本ストックと宅地のレントを所与として議論を進めて来た。しかし定常状態における 

資本ストックは，すでに第2 節で見たように，定常状態における利子率が修正された黄金律に等し 

くなるように決まり，宅地のレントに対する税とは独立である。

一方，宅地のレントは，宅地の需給がバランスするように決定される。従って土地市場の均衡条 

件，すなわち

/(ん，P，て')=1
から，宅地のレントに対する税が宅地のレントに及ぼす効果は，

dr V 3r ノ/  V 3/) ノ

となる。分母は一般に負の値をとるので，宅地のレントに対する税が宅地のレントに及ぼす効果は， 

去 の符号に依存している。

宅地のレントに対する税が宅地の価格に及ぼす効果は，

I — (卻 べ 1 - り( I ) ハ ]  C32)

となり，先の結果を代入することにより必ず負になることが証明される。従って，遺産動機が存在 

しない場合の結果と異なり，宅地のレントに対する税は，宅地の価格を必ず引き下げることになる。

さて，宅地のレントに対する税が定常状態における効用水準に及ぼす効果は，定常状態の資本ス 

トックは宅地のレントに対する税によって何ら影響を受けないので

學  k i + の- w ) [ a + ，) | + | W )

となる。ここでe = lが仮定されているので，今 と の 値 は ゼ ロ で あ る 。先に与えられた結 

果を代入すると，[ ] の中は

めr —w ] { W > " ( / )  + ( l  + の- ]( l  + r ) W > " ( / ) }  (3 3 )

となり，宅地のレントに対する税が定常状態における効用水準に及ぼす効果は， [(1  一a ) r —w] の 

符号に依存している。もし税収入が一括に再配分されるなら，人口成長率のみに依存し，それが正 

( 負）であれば，宅地のレントに対する税によって効用水準は，増 加 （減少）する。一方，税収入 

がー括に再配分されないなら，宅地のレントに対する税の効用水準に及ぼす効果は，利子率と人口 

成長率の大小関係によって決まる。もし，利子率が人口成長率よりも大きい（小さい）なら，宅地 

のレントに対する税によって効用水準は減少（増加）する。
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4• 結 語

宅地のレントに対する税の効果は，生産要素としての土地のレントに対する税の効果に焦点を岜 

て た Feldsteinや Calvo et a l .の結果と基本的には変わらない。遺産動機が存在しない場合，宅 

地のレントに対する税によって定常状態の資本ストックは増加し，利子率が下がるので，宅地の価 

格は上昇する可能性がある。税収入が一括再配分されれば，宅地以外の財の消費が増加し効用水準 

は高まるものの，資本ストックの増加に伴う効用水準の低下の可能性も無視出来ない。もし，税収 

入が一括再配分されなければ，前者の影響は無くなる。

一方，遺産動機が存在する場合，定常状態における資本ストックは，定常状態の利子率が修正さ 

れた黄金律に等しくなるように決まるので，宅地のレントに対する税には影響を受けない。ところ 

が宅地の価格は必ず下がることになる。もし税収入が一括再配分され，人口成長率が正（負）であ 

れば，宅地のレントに対する税によって定常状態における効用水準は増加（減少）する。税収入が 

一括に再配分されず，利子率が人口成長率よりも大きい（小さい）なら，宅地のレントに対する税 

によって効用水準は減少（増加）する。

ここでのモデルは，生産要素としての土地のレントに対する税の経済的効果と，宅地のレントに 

対する税のそれとを比較するために展開されたもので，必ずしも日本の土地問題を反映しているわ 

けではない。それでも，宅地のレントに対する税の効果が，経済厚生という観点から，遺産動機が 

存在するかしないかによってかなり異なるということは，政策的に意味があるように思われる。

補論 A
( 8 0 - C 1 0 0 式 を r について微分すると

V V ) 一 （1 + の -1(l+r)«〃(c°) 

0

1 + r 1
dcv

~dT

0

-v 'X O
[1 一 ®(ス+ ( 1 — ス)(l+w)_1(l+r))r],

dc°
~ d T

dl
dr

これを I ’ Iについて解けばよい。
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補 論 B
( 1 2 0 と （13，）を r について微分すると，

(1+/0-心+ 是 + - ^ . 音 -«(1-の (1+打) 〜 - ^

( 1 —
op
dk ■prk)

dk

dx

dq

dて

r 2

^ - • ^ - - ^ ~ + c c a - r ) o . + n y ip i + < \ - ^ x i + n T ir ^ - t

(卜りI
~ T + r

これを令 と 普 について解き，本文で得られた結果を代入すればよい

補 論 C
(21 ,) - C 2 3 ,) 式 と （2 6 ' )式を r について微分すると，

W )

0

1 + r

1

dcy )
dr
dco
dr
dl

これを

dて

_db
dr

dcv
3t

— (1 + の- 1(1 + り M〃(C0)

PU〃(C0)
1

0 0

- v rw  o
[ l —a (ス+ ( 1 —>0(l +  « )_1(l+ r)X ljO  n ~

- 1

a ^ + a - ^ X l  + n Y K l + r ^ p l

( l + a ( l —ス)(1  +  W)- V ) (爷 ）

dc°
~ 1T '

dl _db 
3 r ’ dr について解けばよい。
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